別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　　　項：保健予防費　　　目：母子保健指導費
	事業名:周産期医療対策事業費
　　　 周産期母子医療センター等推進事業費

　　　 産科医療機関確保事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　健康福祉部　保健医療課　母子・特定疾患担当　電話番号：058-272-1111（内2546）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：57,832千円（前年度予算額：57,832千円）

	事業内容


	１　事業の内容


 総合的な周産期医療体制を整備し、安心して子どもを生み育てることができる環境づくりを推進する。
（１）周産期医療協議会の開催　　年2回
　　　　　　　 ・周産期医療関係者や学識経験者等を構成員として開催し、周産期医療ネットワー

クや妊婦の救急搬送体制の検証と必要な方策を検討する。
（２）周産期医療関連調査・研究
　　　・周産期医療ネットワークの連携状況や周産期医療の課題である未受診妊婦、飛び

込み分娩妊婦等の実態を調査し、周産期医療機関の役割を検証する。　　

（３）周産期医療関係者研修事業
　　・周産期医療関係機関や母子保健事業に従事する医師、看護職等従事者に必要な専

門的知識と技術を習得させるために研修会を開催する。
（４）地域周産期母子医療センター等連絡システム委託事業

　　・産科医療機関からの妊婦や新生児の緊急搬送に際して、周産期医療の中核となる

　     　　　　  三次周産期医療機関（高度な周産期医療を提供する医療機関）のいずれかが必ず

U                受け入れるネットワーク体制を整備する。

　　　　　　　　　＜委託先＞三次周産期医療機関

　　　　　　　　　　　岐阜大学医学部附属病院、岐阜市民病院、長良医療センター、　　　
　　　　　　　　　　　大垣市民病院、高山赤十字病院
　　　　　　　（５）産科医療機関確保事業費

　　　　　　　・分娩取扱を中止する医療機関が増加する中で、地域における唯一の分娩取扱
医療機関である岐阜県立下呂温泉病院、郡上市民病院が必要な産科医師を

確保し、地域の妊婦が安心して出産できる環境を確保するため、両院に対し、

産科医師確保に要する経費についての財政支援を行う。
入れる
	２　所要経費


（１）周産期医療協議会の開催（537千円）
（２）周産期医療関連調査・研究（60千円）

（３）周産期医療関係者研修事業（403千円）

（４）地域周産期母子医療センター等連絡システム委託事業（35,500千円）
（５）産科医療機関確保事業費（21,332千円）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　１４　子どもを生み育てやすい岐阜県づくりプロジェクト
　　　１　安心して出産ができる医療体制の充実
	２　これまでの取組状況


　平成19年度に周産期医療協議会を設置し、総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターを中核とした24時間体制の周産期医療ネットワークを構築している。
　このネットワーク体制により、医療機関と消防機関の連携を図り、円滑な搬送体制が整っている。
	３　これまでの取組に対する評価


　周産期医療ネットワーク体制の構築や地域における唯一の産科医療機関における医師確保事業の推進により、県内における周産期医療体制の強化に繋がっている。

今後とも、当該事業を継続することにより、周産期医療体制の強化を図り、身近な地域で安心して出産できる環境づくりに取り組む。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	57,832
	10,999
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	46,833

	要求額
	57,832
	10,999
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	46,833

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


